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教師不足の定義
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• 需要＞供給

• エピソードトークの氾濫と恐慌状態
• 高齢者(70代)の非常勤講師を雇用した→高齢者に失礼
• 採用試験倍率が3倍を切った→エビデンス無し
• 漠然とした「教師」不足言説→校種、教科、世代など不明

• アメリカでは数学、科学教師は他職へ流出する傾向

• なんらかの範囲で定義された「需要」＞なんらかの範囲で定義
された「供給」

• 新卒採用だけの問題ではない
• 中途退職も議論に含める
• 産休・育休代替需要も含める



需給構造の腑分け
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• 「新卒採用≒新規採用」時代の終焉
• これまでは閉じたジョブマーケットの維持に特化
• 地元教員養成系大学との相互依存関係の制度化
• 中途離職／休職は想定外
• 定年退職と新規採用が同時進行する幸福な時代

• 戦略の不在？（北海道：34,000人職場）

• 高倍率「神話」の背景と現状
• 「3倍」論→エビデンスが見当たらない
• 教採浪人＝＜安価な「雇用の調整弁」による産休・育休代替＞依存
• 事実上の（無給）予備役が払底←正規採用で吸収されてしまった



文部科学省調査
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文部科学省調査
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文部科学省調査の解読
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• 今回の文科省調査は産休・育休制度と都道府県独自基準を考慮
• 定義

• 臨時的任用教員等の講師の確保ができず、実際に学校に配置されている教師
の数が、各都道府県・指定都市等の教育委員会において学校に配置すること
としている教師の数（配当数）を満たしておらず欠員が生じる状態

• つまり、「ハードル」が高い基準で調査
• 注

• 義務標準法、高校標準法の教職員定数に含まれる者を対象とすることとし、
そのうち産休・育休者等を除き、産休・育休者等の代替者を加えている。

• 「学校に配置することとしている教師の数（配当数）」は、義務標準法等に
基づき算定される教職員定数ではなく、各都道府県・指定都市等の教育委員
会において学校に配置することとしている教師の数。なお、都道府県・指定
都市等の教育委員会独自で置く定数を含むが、域内の市（指定都市を除
く。）町村教育委員会等独自で置く定数は含まない。

• 自治体基準で110人配置想定、育休10人、育休代替者0人→91%充足(100/110
人)、10人不足

• ただし、自治体基準が標準法水準(例:100人)よりも多い場合がある



文部科学省調査からみた北海道の現状
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• 一つの学校で複数の教師が不足している現状は緊急に対応
• 標準法上（101.9%）はほぼ全国平均（101.8%）が配置
• なぜ学校で不足感が強いのか？

• 標準法上は充足（産休・育休者は配置されているとカウント）
• 産育休代替が未充足だと、学校では教師不足が生じる
• 北海道の学校にとっては上乗せ基準がベースになる
• 文科省や教育委員会本庁も最近は自分事と認識

• どこで目詰まりを起こしている？ケーススタディはあるか？



需要増
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• 政策的調整が困難な要因が多い
• 定年退職増
• 中途退職増→政策的対応可能
• 産育休増←若手教員増、共働き増（全世帯の3分の2）
• 特別支援学級→政策的対応可能（普通学級と合併／教育観の転換）
• 独自の少人数学級編制→実際には後戻りが困難（研究は必要）
• （人口増→現代日本では無関係）

• 1955年：女子教育職員の産前産後の休暇における学校教育の正常な実施の確保に関する法律

• 1961年：女子教職員の出産に際しての補助教職員の確保に関する法律

• 1975年：義務教育諸学校等の女子教育職員及び医療施設、社会福祉施設等の看護婦、保母等の育児休業に関する法律→1991年
廃止

• 1991年：育児休業等に関する法律（民間労働者）

• 1991年：国家公務員の育児休業等に関する法律、地方公務員の育児休業等に関する法律



共働きが主流（こども家庭庁調べ）
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供給減（1/3）
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• 新卒者減
• 教師の過酷な労働環境が流布
• 教師という職業へのネガティブキャンペーン
• 他の業種への流出（新卒時点で逃散）

• 教職課程への入学は不変→アメリカは減少
• 教育実習の不備（リクルートの機会として不適切）

• 素朴な教職志望（恩師への憧れ）が持続しない→教職課程の問題
• 政令市所在都府県問題（札幌市へ流出）



供給減（2/3）
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• 離職・休職者増
• 多忙による心身不調（上昇傾向、一般公務員比較、実態は休めない）
• 家庭生活を築けない（共働きの困難）
• 産休・育休の増（年齢層の特性による）
• ジェンダー構造（中高教員の女性比率が相対的に低い：日本）



供給減（3/3）
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• 中途採用増えない
• 「潜在教員」の発掘不足
• 特別免許状・特別非常勤講師の発給停滞



政策提言
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• 供給増を図る―教職課程在学者からの脱落を減らす
• ポジティブな側面をアピール（収入、夏休み等）
• 働き方改革（今なら先行者利益が見込める）
• 正規教員の雇用増（抱え込む）→産休・育休対応
• 特別免許状、特別非常勤講師のフル活用（⾧期登録）
• 有償「即応予備役」教員制度（企業と連携）←即応予備自衛官
• 外国人教員（北海道という地の利を活かす）
• 教育実習の魅力化（実習受入校へ事務経費や支援員経費を補助）

• 需要増を抑制する
• 離職予備軍・病気休職者をケアして減らす



政策提言
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• マネジメント―フルタイム・ライセンス労働モデルを見直す
• 多様な勤務形態に対応したマネジメントスキルを校⾧に
• 頑健な管理職とそうではない一般教諭

• 調査研究
• 大学と連携した需給予測など

• 勤務時間の徹底した管理
• 34,000人を毎日モニタリングするテクノロジーはあるはず

• 道が主導し統合型校務運営システムの調達
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